

東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業

入札様式集

埼　玉　県

春 日 部 市

様式1-2
ＦＡＸ送信票
	送信先 ： 埼玉県　産業労働部　産業拠点整備室　　
所属 ： 東部ふれあい拠点　担当　　　　　　　　

ＦＡＸ番号 ： 　０４８　―　８３０　―　４８１７　　　　　


納　付　書　兼　領　収　書　送　付　依　頼　書
平成21年　　月　　日

東部ふれあい拠点担当　あて

　下記の入札に参加するため入札保証金を納付する必要があるので、

納付書兼領収書の送付を依頼します。

東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業　　　　　　　　

申請者（送付先）
	郵便番号 ： 　　　　－　　　　　

住所 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号 ： 　　　　　－　　　　－　　　　　

商号又は名称 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

営業所名・担当部署名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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様式2-1

参 加 表 明 書

平成 年 月 日

(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	

	
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


*1:代表企業名
下記事業の選定について関心がありますので、必要な関係書類を添えて、参加の希望を表明します。また、本書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

事業名称：東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業

様式2-2
委 任 状
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
財産交換契約当事者
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


協力企業
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜

削除すること。

当社らは、下記の企業をグループの代表企業とし、｢東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業｣に関し、下記の権限を委任します。

受任者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


委任事項

1．参加表明に関する件　　　　　　　　2．資格審査の申請に関する件

3．資格審査の結果通知
様式2-3
グループの役割分担表
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
事業名称：東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業

標記事業の提案書に基づく選定の参加に関して、以下の企業構成にて申請いたします。また、各者はいずれも、入札説明書に記載する応募者の制限に該当しない者であることを誓約します。
代表企業：
	商号又は名称
	

	担当者
	

	電話番号
	

	担当業務内容
	(財産交換業務・附帯事業)




財産交換契約当事者：

	商号又は名称
	

	担当者
	

	電話番号
	

	担当業務内容
	(財産交換業務・附帯事業)




※代表企業以外の財産交換業務を行う企業があるときは、記載すること。
協力企業
	商号又は名称
	

	担当者
	

	電話番号
	

	担当業務内容
	(財産交換業務・附帯事業)




様式2-4
参加資格要件を満たしていることの確認書
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	


*1:代表企業名

東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業に応募、提案する財産交換契約当事者〔及び協力企業〕は、｢東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業 入札説明書｣に規定された参加資格要件を満たすことを誓約します。
様式2-5
企 業 状 況 表

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


	ア
	地方自治法施行令(昭和22年政令第16号) 第167条の4第1項の規定に該当する。
	有　　無

	イ
	埼玉県財務規則第91 条の規定に該当する又は春日部市契約規則第15条の規定に該当する。
	有　　無



	ウ
	春日部市建設工事請負等競争入札参加者の資格及び資格審査会に関する規則第３条第３項から第５項並びに第４条第５項の規定に該当する。
	有　　無



	エ
	埼玉県建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けている又は春日部市建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けている。
	有　　無



	オ
	埼玉県の物品の買入れ等の契約に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止を受けている又は春日部市物品売買等の契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けている。
	有　　無



	カ
	埼玉県建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく指名除外を受けている又は春日部市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく指名除外を受けている。
	有　　無



	キ
	埼玉県の物品の買入れ等の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく指名除外を受けている。
	有　　無



	ク
	建設業法第28 条第３項又は第５項の規定による営業停止の処分を受けている。
	有　　無



	ケ
	破産法(平成16年法律第75号)第17条若しくは第18条の規定による破産手続開始の申立て又は同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る同法施行による廃止前の破産法(大正11年法律第71号)第132条若しくは第133 条の規定による破産申立てがなされている。
	有　　無

	コ
	会社更生法(平成14年法律第154号)第17条の規定による更生手続開始の申立て又は同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る同法施行による改正前の会社更生法(昭和27年法律第172号)に基づく更生手続開始の申立てがなされている。
	有　　無

	サ
	民事再生法(平成11年法律第225号)第21条の規定による再生手続開始の申立て又は平成12年３月31日以前に、同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる和議事件にかかる同法施行による廃止前の和議法(大正11年法律第72号)第12条第１項の規定による和議開始の申立てがなされている。
	有　　無

	シ
	会社法(平成17年法律第86号)第511条の規定又は会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成17年法律第87号)第108条の規定によりなお従前の例によることとされる清算中の株式会社に係る会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条による改正前の商法(明治32年法律第48号)第431条の規定による特別清算開始の申立てがなされている又は特別清算の開始を命じられている。
	有　　無

	ス
	会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条による改正前の商法第381条の規定(会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第107条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。)により会社整理の開始申立てがなされている又は会社整理の開始を命じられている。
	有　　無

	セ
	国税又は地方税を滞納している。
	有　　無

	ソ
	本事業に係るアドバイザー業務に関与している。また、以下の者と資本関係若しくは人的関係がある。

　　・株式会社日本総合研究所

　　・セントラルコンサルタント株式会社

　　・西村あさひ法律事務所
	有　　無

	タ
	本事業に係る審査委員会の審査委員及び審査委員と資本関係若しくは人的関係がある。
	有　　無


注)必要事項を記入し、対応する部分には○を付けること。複数の企業等により構成されるグループの場合は、代表企業、財産交換契約当事者、協力企業ごとに作成すること。
様式3-1

提 案 提 出 書
平成 年 月 日

(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	

	
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


*1: 代表企業名
１ 事業名称：東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業
２ 登録受付番号：○○○○
標記事業に関しまして、下記の提案書類を提出いたします。
記
Ⅰ 提案概要書
Ⅱ 拠点にふさわしい施設づくりに関する提案書
Ⅲ 拠点づくりに貢献する附帯事業に関する提案書
様式3-2
委 任 状
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
財産交換契約当事者
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜削除すること。

当社らは、下記の代表企業に、｢東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業｣に関し、下記の権限を委任します。

受任者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	㊞


委任事項

1．入札書等及び入札提案書に関する件

2．復代理人の選任及び解任に関する件
様式3-3
復 代 理 人 届
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	

	
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


*1:代表企業名
私は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　を復代理人と定め、｢東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業｣の入札に関する一切の権限を委任します。

様式3-4

入 札 書
平成 年 月 日

(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	

	
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


*1:代表企業名
事業名称：東部地域振興ふれあい拠点施設（仮称）整備事業

入札価格：　　　　，　　　，　　　，　　　円
入札価格内訳
	
	内訳
	入札価格

	県
	県施設等購入費　(a)
	円

	
	土地売却費(県)　(b)
	円

	
	入札価格(県)　(a)-(b)
	円

	市
	市施設等購入費　(c)
	円

	
	土地売却費(市)　(d)
	円

	
	入札価格(市)　(c)-(d)
	円


１．金額は算用数字で記入し、頭部に￥を付記すること。
２．入札価格は、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を含む額を記載すること。ただし、土地売却費には消費税等は課されないので注意すること。
様式3-5
業務要求水準に関する確認書
平成 年 月 日
(あて先)

埼玉県知事　上田　清司
春日部市長　石川　良三
	所在地
	

	商号又は名称(*1)
	

	代表者氏名
	㊞

	電話番号
	

	FAX番号
	


*1:代表企業名

「東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業」の入札参加に関する提出書類の一式は、入札公告に添付された｢東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業業務要求水準書｣に規定された業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
様式3-6
業務要求水準書の確認及び記載箇所
	No
	頁
	業務要求水準の確認
	記載箇所

	1
	19
	駐輪場の考え方
駐輪機の採用など具体的仕様は事業者の提案による。
	

	2
	22
	受変電設備
受電方式は、事業者の提案による。
	

	3
	25
	昇降機設備
多目的ホールにおける搬入計画は、適宜提案すること。
	

	4
	26
	テレビ電波受信障害対策設備
対策方法は、事業者の提案による。
	

	5
	26
	空調設備
環境負荷の低減、省エネルギー、省コストに優れた空調熱源方式とすること。中央方式、個別方式については事業者の提案による。
	

	6
	27
	換気設備
自然換気システム等環境対策について、積極的な提案を求める。
	

	7
	27
	サイン・誘導計画

各国語表記等の具体的内容は、事業者の提案による。
	

	8
	28
	環境共生
効果や維持管理等総合的な検討を踏まえた上で、自然エネルギー利用の積極的な提案を行うこと。
	

	9
	28
	雨水利用
雨水利用については、事業者の提案による。
	

	10
	28
	太陽光発電
太陽光発電設備(30kW以上)を設けること。規模の上限については、事業者の提案による。
	

	11
	28
	CASBEEによる評価
事業者は提案する計画について、CASBEE (建築物総合環境性能評価システム)による評価を行い、BEE値(環境性能効率)≧1.5(Ａランク以上)の確保が確認できるようにすること。適用ツールや検証の時期等については具体的に提案すること。
	

	12
	29
	外構計画
極力死角が生じないよう配慮し、夜間休日の安全管理に対して、具体的に提案すること。
	

	13
	30
	敷地内の防犯安全計画

夜間、全館休館時における外構管理や搬入車両出入口廻りについては、物理的形態や設備面から、防犯安全に配慮した計画とすること。
	


ここでは、提案の記載箇所のみを簡潔に示し、詳細は入札提案書に記載すること。
提案様式(A3版)
	様式Ⅰ-1
	＜提案書の概要＞(　　／　　)
	登録受付番号　　　　　

	




図面集　指定様式

	図面-1
	建築概要
	登録受付番号　　　　　

	項目
	内容
	備考

	建築敷地面積
	㎡　
	

	延床面積(計画総面積)
	㎡　
	

	法定面積
	㎡
	

	容積対象床面積
	㎡
	

	その他特記事項
	
	

	敷地別・棟別の概要

	項目
	内容
	備考
	項目
	内容
	備考

	敷地面積
	
	
	敷地面積
	
	

	棟の名称
	
	
	棟の名称
	
	

	主要用途
	
	
	主要用途
	
	

	構造・規模(地上／地下)
	(地上　／地下　)
	
	構造・規模(地上／地下)
	(地上　／地下　)
	

	建築面積(許容面積)
	㎡(　　　　　　　㎡)
	
	建築面積(許容面積)
	㎡(　　　　　　　㎡)
	

	建ペイ率
	％　
	
	建ペイ率
	％　
	

	法延面積 
	㎡　　　　　　　　　
	
	法延面積 
	㎡　　　　　　　　　
	

	容積対象床面積(許容面積)
	㎡(　　　　　　　㎡)
	
	容積対象床面積(許容面積)
	㎡(　　　　　　　㎡)
	

	容積率
	％　
	
	容積率
	％　
	

	階別床面積
	　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡
	
	階別床面積
	　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　㎡
	

	建物高さ
	ｍ　
	
	建物高さ
	ｍ　
	

	最高高さ
	ｍ　
	
	最高高さ
	ｍ　
	

	緑化面積(緑化率)
	㎡(　　%)
	
	緑化面積(緑化率)
	㎡(　　%)
	

	駐輪場台数

　内訳
	台　

台　
	
	駐輪場台数

　内訳
	台　

台　
	

	駐車台数(二輪車以外)
内訳
	台　

台　
	※付置義務台数の算定根拠を記載する。
	駐車台数(二輪車以外)
内訳
	台　

台　
	※付置義務台数の算定根拠を記載する。

	駐車台数(二輪車)
内訳
	台　

台　
	
	駐車台数(二輪車)
内訳
	台　

台　
	

	主要設備概要


	
	
	主要設備概要
	
	

	その他特記事項


	
	
	その他特記事項
	
	


※提案する敷地および棟の構成に応じて、記入欄が足りない場合には、本様式に準じて適宜記入欄を追加の上作成すること。

※１枚に納まらない場合は、適宜枚数を追加すること。

図面集　様式(A3版)


	図面-5
	立面図(　／　)
	登録受付番号　　　　　

	
合計

県施設

市施設

民間施設

専有部

共用部

個別使用

一部共用

全体共用

合計

(面積：㎡)


図面集　指定様式



	図面-9
	設備概要(　／　)
	登録受付番号　　　　

	■電気設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	設備計画の考え方、仕様の概要等
	項目
	設備計画の考え方、仕様の概要等

	電灯・コンセント設備


	
	電灯・コンセント設備


	

	動力設備


	
	動力設備


	

	雷保護設備


	
	雷保護設備


	

	受変電設備


	
	受変電設備


	

	発電設備


	
	発電設備


	

	構内交換設備


	
	構内交換設備


	

	構内情報通信網設備


	
	構内情報通信網設備


	

	情報表示設備


	
	情報表示設備


	

	映像，音響設備


	
	映像，音響設備


	

	放送設備


	
	放送設備


	

	誘導支援設備


	
	誘導支援設備


	

	呼出設備


	
	呼出設備


	

	テレビ共同受信設備


	
	テレビ共同受信設備


	

	監視カメラ設備


	
	監視カメラ設備


	

	駐車場管制設備


	
	駐車場管制設備


	

	火災報知設備


	
	火災報知設備


	

	防犯設備


	
	防犯設備


	

	中央監視制御設備


	
	中央監視制御設備


	

	昇降機設備


	
	昇降機設備


	

	テレビ電波受信障害対策設備
	
	テレビ電波受信障害対策設備
	

	その他の設備


	
	その他の設備


	

	■給排水衛生設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	内容
	項目
	内容

	給水設備


	
	給水設備


	

	給湯設備


	
	給湯設備


	

	衛生器具設備


	
	衛生器具設備


	

	排水設備


	
	排水設備


	

	ガス設備


	
	ガス設備


	

	消火設備


	
	消火設備


	

	その他の設備


	
	その他の設備


	

	■空調設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	内容
	項目
	内容

	
	
	
	

	■換気設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	内容
	項目
	内容

	
	
	
	

	■自動制御設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	内容
	項目
	内容

	
	
	
	

	■その他の設備

	棟(部分)の名称
	
	棟(部分)の名称
	

	項目
	内容
	項目
	内容

	
	
	
	

	■環境配慮施設部分及び設備

	項目
	内容

	雨水利用


	

	太陽光発電


	

	雨水の流出抑制


	

	その他


	

	備考


※提案する敷地および棟の構成に応じて、記入欄が足りない場合には、本様式に準じて適宜記入欄を追加の上作成すること。
図面集　指定様式

	図面-13
	外部仕上表(　／　)
	登録受付番号　　　　　

	建築物

	棟の名称
	
	棟の名称
	
	
	

	
	仕上
	備考
	
	仕上
	
	備考

	屋  根


	
	
	屋  根
	
	
	

	外  壁


	
	
	外  壁
	
	
	

	外部建具


	
	
	外部建具
	
	
	

	その他


	
	
	その他
	
	
	

	要求附属施設及び外構

	敷地内車路


	
	
	備考

	敷地内歩道


	
	
	

	歩道状空地


	
	
	

	その他


	
	
	

	
	
	
	


※提案する敷地および棟の構成に応じて、記入欄が足りない場合には、本様式に準じて適宜記入欄を追加の上作成すること。
※駐車場、駐輪場を屋外に設置する場合は本様式、屋内に設置する場合は図面-14に記載のこと。
※１枚に納まらない場合は、適宜枚数を追加すること。
図面集　指定様式

	図面-14
	内部仕上表(　／　)
	登録受付番号　　　　　

	主要室　室名
	天井高
	仕上
	備考

	
	
	床
	壁
	天井
	

	県施設
	産業支援施設
	創業支援
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	交流支援
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	市施設
	市民活動センター
	交流・発信機能
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	活動支援機能
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全体共用部
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※本様式に準じて適宜記入欄を追加の上作成すること。

※１枚に納まらない場合は、適宜枚数を追加すること。
提案様式(A4版)

	様式Ⅲ-1
	＜　　　　　　　　　＞(　　／　　)
	登録受付番号　　　　　

	





記載要領
１)共通事項

・各提出書類に用いる言語は日本語，計量単位は計量法(平成４年法律第51号) に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時として下さい。

・図面を除き、提出書類で使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし、上下左右20mm程度の余白を設定して下さい。ただし、図表等の文字は判読可能な大きさとして、事業者の判断に委ねます。

・文字数、着色の有無についての制限はありませんが、必要に応じて数値目標・図表等を適宜活用し、分かりやすく表現して下さい。
・使用する用紙は、A4縦長横書きを原則とし、A3指定の場合は横長横書きとして下さい。

・記載にあたっては、原則として業務要求水準書及び添付資料に用いられる用語を使用して下さい。
・造語・略語は、一般用語・専門用語を用いて初出の箇所に定義を記述して下さい。

・他の様式や図面集、付属資料に関連する事項が記載されているなど、参照が必要な場合は、該当ページを記入して下さい。

・各様式は「枚数」欄の指定以内の提案上必要な枚数とし、制限を遵守して下さい。

(※「パース・スケッチ」については指定枚数とします。)
２)各様式別の要領

Ⅰ 提案概要書
	様式番号
	＜タイトル＞　記載要領
	枚数

上限
	版

	様式Ⅰ-1
	＜提案概要書＞

１．拠点にふさわしい施設づくりに関する提案について、Ⅱに示した提案項目毎に概要として整理してください。
２．拠点づくりに貢献する附帯事業に関する提案について、Ⅲに示した提案項目毎に概要として整理してください。
	3枚
	Ａ３

	様式Ⅰ-2
	＜施設整備の概要＞

指定様式に従って、県施設、市施設及び民間施設の施設整備内容の概要を記載してください。記載の際には、以下の事項に留意して下さい。
・特記ない場合には、金額は千円未満を四捨五入して記入すること。

・消費税、物価変動を除いた金額を記載すること。

・個別積算の詳細は、それぞれの提案書に記載すること。

・各シートに記載している注意点に留意すること。

・県施設、市施設及び民間施設が合築となっている場合は全体施設整備の概要を一体として、分棟となっている場合は各棟毎に概要を提出すること。
	指定

様式
	Ａ３


Ⅱ 拠点にふさわしい施設づくりに関する提案
	様式番号
	＜タイトル＞　記載要領
	枚数

上限
	版


	様式Ⅱ-1
	＜施設コンセプト＞

施設のコンセプトについて、基本構想、業務要求水準書等をふまえた上で、以下の点を含めて具体的かつ簡潔に記載してください。
１．基本構想に掲げられるコンセプト「人と知の交差点」をふまえた、民間施設も含めた施設全体としてのコンセプト
２．「環境保全をリードする施設」の実現に向けた施設整備の考え方
３．施設コンセプトを表現するキャッチコピー及びＰＲ戦略に関するアイデア
	2枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-2
	＜意匠計画に関する提案＞

Ⅱ－１に提案する施設コンセプトを踏まえ、施設の意匠計画及び緑化計画について、以下の点を含めて具体的かつ簡潔に記載してください。
１．異なる要素を統合し、施設としての一体性を表現するための意匠計画の考え方
２．新たな拠点にふさわしいシンボル性を備えた空間を創出するための具体的方策

３．施設内外における植栽の積極的な活用など、緑豊かな環境を想起させる意匠上の工夫
	2枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-3
	＜全体配置及び動線計画に関する提案＞

各施設の配置計画及び構内及び館内の主要動線計画について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。　

１．複合施設の特性を踏まえた課題認識及び、課題解決のための棟構成や動線上の工夫
２．駐車場・駐輪場計画における効率的配置、敷地内の歩行者動線・車動線の分離に関する考え方
３．館内動線計画における利用者動線・サービス動線の分離に関する考え方
４．限られた専有面積を最大限に活用した機能的な施設配置に関する考え方
（１）保健センターにおける検診の流れへの配慮
（２）多目的ホールに多数の来館者が出入りする場合の混雑緩和策
（３）その他、事業者の提案する事項
	3枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-4
	＜機能連携の促進や稼働率の向上に関する提案＞

施設の機能連携や相互利用を促進するための建築計画・設備計画上の考え方について、以下の点を含めて具体的かつ簡潔に記載してください。
１．施設間の機能連携や相互利用の促進を実現するための具体的方策
２．民間施設との相乗効果による県施設・市施設の稼働率向上策
（１）創業支援施設
（２）多目的ホール
（３）市民活動センター
３．設備計画における各施設における利用者の特性を踏まえた提案
	2枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-5
	＜フレキシビリティーに関する提案＞

施設のフレキシビリティーに関する考え方について、以下の点を含めて具体的かつ簡潔に記載してください。
１．各施設で想定される利用者ニーズの変化及び建築計画・設備計画上の工夫
２．執務空間における将来の組織変更等に対応可能な建築計画・設備計画上の工夫
	1枚
	Ａ３

	様式Ⅱ-6
	＜拠点施設の魅力を高める共用空間に関する提案＞

拠点施設の一体性や魅力を高め、機能連携に資する共用空間の考え方に関して、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．にぎわいを創出し、拠点施設の魅力を高める共用空間を実現するための施設計画上の工夫
２．共用空間の具体的な活用イメージ
（１）エントランスホール
（２）ホワイエ（多目的ホール）
（３）交流・ミーティングスペース（市民活動センター）
（４）屋外空間
（５）その他、事業者の提案する事項
	2枚
	Ａ３



＜ユニバーサルデザインの理念に基づく施設整備に関する提案＞


１．全ての利用者の移動しやすさに配慮したユニバーサルデザイン上の工夫


２．働きやすさに配慮したユニバーサルデザイン上の工夫

	３．サイン誘導計画の基本的考え方、施設案内のわかりやすさ等に関する提案
	1枚
	Ａ３
	


	様式Ⅱ-8
	＜設計・施工及び監理の安全性・確実性に関する提案＞

設計・施工及び監理における考え方について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．プロジェクトマネジメントの基本的考え方
２．基本設計及び実施設計の円滑な進行を実現するための業務実施体制
３．要求水準を確実に達成するための設計及び施工モニタリングに関する提案
４．工期短縮やコスト削減に寄与する技術的提案
５．周辺地域への影響を最小限とするための具体的方策
６．近隣との相互理解を促進するための具体的方策
	2枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-9
	＜環境への配慮及びライフサイクルコストの低減に関する提案＞

環境への配慮の考え方について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．施設計画における環境配慮の基本的考え方
２．建築の長寿命化に向けた具体的方策の提案
３．ライフサイクルコストを最小化するための設備機器、仕上げ材等の採用の考え方
４．CASBEE及びLCCO2低減評価等の総合的な環境性能における目標設定と実行・検証方法に関する提案

５．屋上緑化や壁面緑化を含めた、緑化計画の考え方
	3枚
	Ａ３


	様式Ⅱ-10
	＜運営時への配慮に関する提案＞
維持管理への配慮の考え方について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。

１施設管理者が管理しやすい施設計画上の工夫

２非常時・緊急時への施設計画上の工夫

要求水準書参考資料を参考に、本事業の運営業務について業務内容を提案した上で、本事業に取り入れることが可能な施設計画を具体的かつ簡潔に記載してください。ただし、運営業務の提案については以下の業務範囲に限ります。
１．総合マネジメント業務
２．創業支援施設に係る運営業務
３．多目的ホールに係る運営業務
４．市民活動センターに係る運営業務
	2枚
	Ａ３

	様式Ⅱ-11
	＜経営体制及び事業実施体制＞

本事業の実施体制について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。

１．各財産交換契約当事者、協力企業の役割、特徴及び実績

２．相互監視や業務内連携、業務間連携

３．地域経済への貢献

４．県内に本店を置く企業の参画状況
	2枚
	Ａ３


＜図面集＞
	図面番号
	＜タイトル＞　記載要領
	枚数

上限
	版

	図面-1
	＜建築概要＞

指定様式に従って、棟別の内訳も含めて記載して下さい。
	指定

様式
	Ａ３

	図面-2
	＜配置図＞

縮尺は1/800とし、周囲道路、隣接地との関係を表現して下さい。

業務要求水準書が求める建築物、工作物、外構施設の位置、範囲を分かり易く記入して下さい。また、車の駐停車スペース、消防活動スペース等を明記して下さい。
	1枚
	Ａ３

	図面-3
	＜各階平面図＞

縮尺は1/300とし、各階ごとに原則１枚に表現して下さい。

主要室には、可能な範囲で室の使い勝手がわかる造作、家具等の表現をして下さい。

(カウンターや椅子席、書架等、本事業に含むものは実線、参考・別途は破線で記入)
主要室は室面積を記入して下さい。

屋上やテラス利用がある場合は、表現して下さい。

交流支援、交流支援以外の県専有部、多目的ホール専有部についてその位置を色分け等により表現して下さい。 

屋根伏(ピット利用がある場合は基礎伏図)も作成して下さい。
	適宜
	Ａ３

	図面-4
	＜施設整備費用算定図＞

県専有部、市専有部、民間専有部、公共共用部、全体共用部等を色分けし、範囲を明確にした平面図を作成して下さい。

また様式内に指定の表を作成し、集計を記載して下さい。
	適宜
	Ａ３

	図面-5
	＜立面図＞

縮尺は1/500とし、東西南北各1面を表現して下さい。

棟が分かれる場合は、全ての棟を表現して下さい。

敷地境界及び法的高さ規制のクリアー図を表現して下さい。
	適宜
	Ａ３

	図面-6
	＜断面図＞

縮尺は1/500とし、棟毎に2面程度を表現して下さい。

断面位置を表現して下さい。(配置図等に記入も可)
周辺道路や計画地盤レベルとの高さ関係を記入して下さい。

敷地境界及び法的高さ規制のクリアー図を表現して下さい。

ピット利用がある場合は、表現して下さい。

階高等主要寸法、主要室の天井高を記入して下さい。
	適宜
	Ａ３

	図面-7
	＜各部説明図＞

縮尺は任意とし、下記の各図を作成して下さい。

①施設コンセプト説明図
表現方法は任意ですが、施設コンセプト(様式Ⅱ-1)で提案した内容を、簡潔に図面1～2枚程度で表現して下さい。

②館内動線計画(利用者・サービス・管理等)
③セキュリティゾーニング説明図
表現方法は任意ですが、アイソメ図等により公共施設全体が一望に把握可能なよう工夫をして下さい。

全体配置及び動線計画(様式Ⅱ-3)で提案した、館内の主要動線計画及びセキュリティゾーニングを簡潔に図面1～2枚程度で表現して下さい。(両図は１枚に表現することも可)
④多目的ホール説明図
多目的ホール周り、ホール部分における詳細を部分平面図、部分断面図により表現して下さい。(各１枚)また、主要仕様、要求水準に示す主要な造作、設備、家具、備品等及び主要寸法について表現して下さい。
	6枚
	Ａ３

	図面-8
	＜法規チェック図＞

縮尺は任意

斜線制限等、緑化計画及び面積算定根拠について表現して下さい。(各1枚)
	2枚
	Ａ３

	図面-9
	＜設備概要＞

指定様式に従って、各設備計画の方針、仕様の概要等を記載して下さい。敷地や棟を分割する場合は、敷地別・棟別に記載して下さい。
	指定

様式
	Ａ３

	図面-10
	＜設備系統図＞
概略図で表現してください。

施設整備費用算定(按分)の根拠及び、公共施設と民間施設のリスク分解点が明確になるよう、色分等により簡潔に表現して下さい。

①電気設備

受変電設備系統図

幹線設備系統図

発電設備系統図

②機械設備

給排水設備系統図

空調設備系統図
	適宜


	Ａ３

	図面-11
	＜家具・備品リスト＞

事業者が調達する家具・備品について、設置箇所及び仕様・数量を示すリストを作成してください。

ただし、創業支援施設に関しては、県が調達するべき家具・備品等について、施設計画に適した品目・数量等を提案してください。
	適宜
	Ａ３

	図面-12
	＜パース・スケッチ‐全体鳥瞰図＞

敷地周辺街区を含む計画敷地全体を表現して下さい。
	1枚
	Ａ３

	
	＜パース・スケッチ‐内観図＞
①エントランスホール内観図（１枚）

②市民活動センター　交流支援スペース内観図（１枚）

③多目的ホール内観図（１枚）

内部の施設イメージについて表現してください。
	3枚
	Ａ３

	図面-13
	＜外部仕上表＞

主要な外部仕上を簡潔に記載して下さい。

複数の棟を提案する場合は、棟別に作成して下さい。
	指定

様式
	Ａ３

	図面-14
	＜内部仕上表＞

主要な内部仕上を簡潔に記載して下さい。

複数の棟を提案する場合は、棟別に作成して下さい。
	指定様式
	Ａ３

	図面-15
	＜工事工程表＞

本事業の落札者の決定から施設引渡しまでの工程表を下記のクリティカルパスに留意の上、作成してください。

1 契約関連（落札者の決定、財産交換協定の締結、財産交換契約の締結）

2 設計（事前調査、基本設計・概算、県・市への説明・協議、実施設計・積算、県・市への説明・協議、許認可申請）

3 建築工事（準備・着工、基礎工事・躯体工事、各種設備工事、仕上げ工事、外構工事、完了検査）
	1枚
	Ａ３


Ⅲ 拠点づくりに貢献する附帯事業に関する提案

	様式番号
	＜タイトル＞　記載要領
	枚数

上限
	版


	様式Ⅲ-1
	＜東部地域の拠点形成及びにぎわいの創出＞

附帯事業における東部地域の拠点形成及びにぎわいの創出について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．民間施設のコンセプト
２．にぎわいの創出に係る提案
３．運営体制、契約スキーム
４．地域経済への貢献
	3枚
	Ａ４


	様式Ⅲ-2
	＜公共施設との連携＞

民間施設と公共施設との連携について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．連携により期待される効果
（１）期待される公共施設の効用向上
（２）効果的連携
（３）相乗効果
２．懸念される影響と対応策
（１）公共施設へ与える影響及び対応策
（２）交通計画や周辺環境へ与える影響及び対応策
（３）民間施設の休止時や撤去時に、公共側に過大な負担が生じないための工夫及び対応策、公共施設の運営に制限を生じさせない工夫及び対応策
	3枚
	Ａ４


	様式Ⅲ-3
	＜附帯事業の安定性の確保＞

附帯事業の安定性の確保について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．施設整備費及び想定年間運営・維持管理費（算定根拠、前提条件を含む）
２．年間想定収入（算定根拠、データの出所等を含む）
３．民間施設の運営を確実なものとする説明資料等（デベロッパー、テナント等の関心表明書など）
４．リスク管理に関する考え方及び対応策
	3枚
	Ａ４


	様式Ⅲ-4
	＜事業収支の基本方針＞

事業収支構造を具体的に記載してください。特に、各項目毎の設定根拠については明確にしてください。
	適宜
	Ａ４


	様式Ⅲ-5
	＜資金調達計画＞
資金調達計画について、以下の点を含め具体的かつ簡潔に記載してください。
１．事業費の調達方法
２．外部借入等の内訳、借入条件等
※融資に関し、金融機関等から関心表明書等を取得している場合は、その写しを添付してください。
※第三者への譲渡、分譲等を行う場合については、譲渡、分譲先の確実性を説明する資料を提出してください。
	1枚
	Ａ４

	様式Ⅲ-6
	＜収支計画＞
事業収支を指定の様式に従って作成してください。記載の際には、以下の事項に留意して下さい。

・金額は百万円未満を四捨五入して記入すること。

・消費税、物価変動を除いた金額を記載すること。
※第三者への譲渡、分譲等を行う場合については、譲渡、分譲先での事業収支が想定できる資料を提出してください。　
	指定

様式
	Ａ４


余白は、左右20mm、上下ともに20mm程度


綴代に留意





左側に様式番号とタイトルを記載


提出枚数が複数の様式は、枚数を記載





右側には、登録受付番号を記載





通し番号(　　／　　)





枠外に通し番号





枠外に、通し番号





通し番号(　　／　　)





左側に様式番号とタイトルを記載


提出枚数が複数の様式は、枚数を記載





右側には、登録受付番号を記載





余白は、左右20mm、上下ともに20mm程度


綴代に留意





施設整備費用算定図には、各階ごとに右の面積表を作成する。


共用部については、｢個別使用｣、｢一部共用｣、｢全体共用｣のどれに該当するのかを明確にし、個別使用、一部共用の場合には、共用者が分かるよう記載すること。


専有部や共用部の違いが分かるよう、適宜色分けを行うとともに、算定図において、面積表に対応する位置が分かるよう工夫すること。


専有部、共用部の面積は、他の図面集や収支計画(様式Ⅰ-2)で記載する数値等と整合させること。








通し番号(　　／　　)





通し番号(　　／　　)





資 料 10





通し番号(　　／　　)
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